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【第 201 回国会】令和２年４月 14 日（火）、第６回の委員会が開かれました。 

 

１ 特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律案（内閣提出第 23 号） 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）東京大学公共政策大学院院長              大橋弘君 

     一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム専務理事 岸原孝昌君 

     東洋大学経済学部総合政策学科准教授          生貝直人君 

     早稲田リーガルコモンズ法律事務所弁護士        川上資人君 

（質疑者）石川昭政君（自民）、鰐淵洋子君（公明）、落合貴之君（立国社）、笠井亮君（共産）、串田誠

一君（維新） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

石川昭政君（自民） 

 

（１） 本法案で共同規制を採用したことについて大橋参考人の評価 

（２） 公正な取引慣行の実現とイノベーションの促進とのバランスを踏まえて不当行為禁止規定が見送ら

れたことの妥当性について大橋参考人の見解 

（３） ビジネスモデル等の変化が著しい中で適用対象をオンラインモールとアプリストアに限定すること

の合理性について大橋参考人の見解 

（４） デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者（以下「利用者」）間の取引慣行を巡る問題に

関し当事者間での解決が困難になっている原因及び適切な同意のとり方について岸原参考人の見解 

（５） デジタルプラットフォーマーの取引条件等の情報開示義務、罰則の効果及びＥＵとの比較について

岸原参考人の見解 

（６） モニタリング・レビューの効果的な運用体制について岸原参考人の見解 

 

鰐淵洋子君（公明） 

 

（１） イノベーションの促進と利用者保護とのバランスを踏まえた本法案の規制の在り方について大橋参

考人の見解 

（２） アプリ開発事業者及びコンテンツ事業者の視点からデジタルプラットフォームを利用するメリット

及び本法案の課題等について岸原参考人の見解 

（３） イノベーションの促進と利用者保護とのバランスの観点からモニタリング・レビューについての評

価及び運用に際しての留意事項について大橋参考人及び岸原参考人の見解 

（４） デジタルプラットフォームを利用する中小企業等を含めたステークホルダーがモニタリング・レビ

ューに参加する必要性及び諸外国における事例について生貝参考人の見解 

（５） 透明性及び公正性向上のため海外を含めたデジタルプラットフォーム提供者による自主的な取組を

促す方策について生貝参考人の見解 

（６） オンラインモールやアプリストアを利用する消費者保護に向けた取組について各参考人の見解 

 

落合貴之君（立国社） 

 

（１） 本法案の評価しない点及び３年後の見直しのポイントについて大橋参考人、岸原参考人及び生貝参

考人の見解 

（２） 労務提供型デジタルプラットフォームに対して必要とされる立法事項及び自営業者やフリーランス

に対する保護法制の在り方について川上参考人の見解 
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（３） デジタル課税の在り方について大橋参考人及び岸原参考人の見解 

 

笠井亮君（共産） 

 

（１） 内閣官房デジタル市場競争会議において示されたプラットフォーマーに対する禁止事項が本法案に

盛り込まれなかったことを踏まえ本法案の中小企業保護の効果について各参考人の見解 

（３） 利用者側からみた本法案の問題点について川上参考人の見解 

（４） ギグワーカー等フリーランスの権利保護の必要性について川上参考人の見解 

（５） 新型コロナウイルスの感染拡大の中ギグワーカー等フリーランスに生じている問題について川上参

考人の見解 

 

串田誠一君（維新） 

 

（１） 検索アルゴリズムの恣意的操作が可能なプラットフォームに対する規制の在り方について大橋参考

人及び川上参考人の見解 

（２） プラットフォーム提供者と同様クレジットカード会社にも透明性・公平性を確保するガイドライン

を制定する必要性について岸原参考人の見解 

（３） 個人データのポータビリティについて検討の状況及びＥＵにおける規制について生貝参考人の見解 

 

２ 特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律案（内閣提出第 22 号） 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）東京大学大学院工学系研究科教授        森川博之君 

     ファイア・アイ株式会社最高技術責任者     伊東寛君 

     一般社団法人電子情報技術産業協会会長     遠藤信博君 

     株式会社自立制御システム研究所代表取締役社長 太田裕朗君 

（質疑者）細田健一君（自民）、鰐淵洋子君（公明）、山岡達丸君（立国社）、笠井亮君（共産）、串田誠

一君（維新） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

細田健一君（自民） 

 

（１） ファーウェイの通信機器のサイバーセキュリティ・リスクについて伊東参考人の見解 

（２） 中国製ドローンのサイバーセキュリティ・リスクについて太田参考人の見解 

（３） 本法案による５Ｇへの開発及び導入支援を踏まえてベンダー側として遠藤参考人の決意 

（４） ５Ｇ時代におけるパブリックセクターの果たす役割について森川参考人の見解 

（５） 政府のサイバーセキュリティ政策をより強化するために必要な施策について伊東参考人の見解 

（６） 本法案のほかドローン分野における政府に対する意見・要望について太田参考人の見解 

 

鰐淵洋子君（公明） 

 

（１） 新型コロナウイルス感染症対策の一環としてのＩＣＴの活用及び課題について森川参考人、遠藤参

考人及び太田参考人の見解 

（２） （１）のＩＣＴ活用時におけるセキュリティ対策の重要性について伊東参考人の見解 

（３） 本法案により期待される５Ｇ展開の効果について森川参考人の見解 

（４） ５Ｇ活用推進に関する産業界の取組みについて遠藤参考人の見解 
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（５） ５Ｇ活用推進のため経営者自身の意識改革の必要性及び政府の企業支援の在り方について森川参考

人及び遠藤参考人の見解 

 

山岡達丸君（立国社） 

 

（１） 地方における課題解決のための５Ｇ導入促進に向けた取組み及び考え方について森川参考人の見解 

（２） 地方におけるセキュリティ対策の重点課題について伊東参考人の見解 

（３） 日本企業における４Ｇ対応の反省点を踏まえた５Ｇ展開について遠藤参考人の見解 

（４） 地方における課題解決のためにドローンが果たす役割及び導入拡大の方策について太田参考人の見

解 

 

笠井亮君（共産） 

 

（１） ５Ｇ及びドローンを多様に発展させる目的について各参考人の見解 

（２） ５Ｇにおける国際競争の現状と我が国の位置付け及び設備投資減税措置の必要性について遠藤参考

人の見解 

（４） 新型コロナウイルス感染収束から経済回復時における５Ｇの新たな活用方策について森川参考人及

び伊東参考人の見解 

 

串田誠一君（維新） 

 

（１） 白物家電等のサイバー攻撃対策の現状について森川参考人、遠藤参考人及び伊東参考人の見解 

（２） ５Ｇ時代におけるスマートフォンの従量制料金の妥当性についての遠藤参考人の見解 

（３） ドローン技術の陸上運送への適応可能性についての太田参考人の見解 

（４） ３年前の雑誌に掲載された「2020 年までにセキュリティ技術者が数千人」について伊東参考人の現

状認識 

 


